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おわ りに
は じ め に
1970年代後半以降,経済成長の停滞 と財政危機の到来によって,多 くの先進
諸国において福祉国家に対する行き詰まりと,危機が叫ばれるようになり,福
祉国家を支えてきた合意や理念が揺 らぎは じめている。特に先進資本主義国家
のなかで,修 正資本主義による経済システムに対する再構築 と,福祉国家のめ
ざす公正で効率的な社会の建設に関 してどのようなビジョソを持って取 り組む
べ きかとい う論議が盛んになされてきた。そのようななかで,福祉国家から福
祉社会への転換が各国で主張 されるようになり,日本においても福祉社会実現
のために様kな 取 り組みが現在なされつつある。そして,そ の中核となる政策
が地域をベースとした地域福祉政策である。
しかし,地域福祉政策を推進 していくなかで,地域社会における支援体制が
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乏 しく,しかも在宅介護の前提が 「個人」の自立をめざすのではなく,「家族」
の自立をめざし,現代の家族機能に対 して過度の期待を寄せているところに多
くの問題を内包しているといえる。なぜならば,家族に対する概念規定が様k
で,家 族が本来どのような機能をはたすべきものなのかが不明確なまま,強い
「家族」を前提とした政策が進め られている矛盾があるどい}る 。
本稿では,日本社会における構造的な問題点から,家族機能の現状と問題点
を分析 し,福祉政策における日本的特質を述べることとする。
1.地域福祉政策 と家族の位置づけ
福祉国家か ら福祉社会に対する明確な概念や理念に関しては,世界各国にお
いておおよそ規定することはできない。 しかし,世界的な趨勢 として,福祉社
会論が取 り上げられそれを必然的なものとする意見も多い。日本に於いても,
福祉社会をめざすべ く,地域政策についての検討がなされつつある。そこで,
その福祉社会が標榜する,地域福祉政策 とはいかなる性質のものであ り,また
その地域政策での家族の位置づけがどうなっているのかを分析することとする。
(1)日本型福祉社会論について
日本に於いて,福祉政策の大きな転換は,世界の趨勢と期を同じくして70年
代から80年代を中心に行われてきた。その中で,1981年の臨時行政調査会第1
次答申においては 「自由経済社会に持つ民間の創造的活力を生かし,適正な経
済成長を確保することが大前提」とし 「個人の自立 ・自助の精神に立脚した家
庭や近隣,職 場や地域社会での連帯を基礎としつつ,効 率の良い政府が適正な
負担の下に福祉の充実を図る」1}とし,「日本型福祉社会」ではなく 「活力ある
福祉社会」が 目標に掲げられている。そして,1982年の第3次 答申では 「活力
ある福祉社会」は 「自助 ・互助 ・民間の活力を基本 とし,適度な経済成長の下
で各人が適切な就業の場を確保するとともに,雇用,健 康及び老後の不安等に
対する基盤的な保障が確保された社会」2}と規定している。
この答申にみられる点は,「 自由経済体制」を強調 し,その体制を国民が当
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然承認 していることを前提とし,その前提の下に民間活力の導入を主張 してい
る。そ して,「 日本型」 とい う言葉を削除し 「活力ある」とい う言葉に置き換
},個人や家庭 といったレベルでの問題へ と変化している。そして,1983年の
最終答申に於いては 「活力ある福祉社会」は 「国民のため真に必要な施策は確
保 しつつ,同 時に自由な活力を十分に保障する最小限のものでなければならな
い。活力ある福祉社会は,自立 ・自助を原則とする国民の活力と創意を基礎と
してこそ存立 し得るものである」3)と変化している。そして,1988年「経済運
営5力 年計画」においては,「公民の組み合わせによる独自の 『日本型福祉社
会』の実現を図る」4)とい う形に変化している。
以上の内容か ら検討すると,1980年代から変化してきた国家思想は,国民に
対して 「自由経済体制」の国際競争のなかで,い かに勝ち抜 く社会をつ くるべ
きか,と いう思想を国民の当然の承認 として福祉社会論を展開しているところ
である。その論理が,経済危機による財源問題に対置され民間活力の導入,自
立自助の強制,公 的責任回避 と民間分野の拡大とい う流れに国民を納得させた
かのよ うに見える。そして,な によりも問題なのは公的分野切 り捨て,民間活
力の活用=「 福祉の産業化」路線に変化するなか,福祉理論に於ける変化もそ
れと呼応するかのごとく変化していったことによる問題点を検証していく必要
がある。
(2)福祉社会と家族の位置づけ
上記の福祉社会論の経緯をたどるなかで,福祉社会を実現するための福祉政
策が,地 域福祉論に代表 される地域福祉政策である。しかし,上記の国家思想
の脈絡から判断 して,お もに,理 想的な福祉社会を実現させるとい うより,経
済効率的な観点か ら地域福祉論を用いようとしているところである。ここで,
地域福祉を考える上で,第1の 問題点は 「福祉における含み資産」 とまで評価
された老親同居を想定して進められているとい うことである。第2に,地 域福
祉論における 「ニーズ論」のなかでの家族の位置づけ,第3に 「在宅福祉」を
担 う,女性による介護労働の前提等である。これらの問題を検証していくなか
で,家 族機能の変化と福祉社会論に対する問題点を述べることとする。
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明治以降,日 本において本格的な資本主義の導入 とともに,労 働者の就業形
態 も変化してきた。しかし,その変化によって家庭生活にも様kな 変化を余儀
なくさせてきた要因があるとい}xる。
まず表1で は,第1次 産業の就業者の減少が第3次産業に移行 していること
を確認することができる。このことは,経済生活を続けていく上での稼得方法
を変え,そ のことによって地域間への移転を容易にしまた,生 活 の住 環境,
家族形態,構 造,機 能,生 活スタイルなどに何 らかの影響を与えていることを
予想できる。表2で は,圧 倒的な数で雇用労働者が占め,労 働者一一般を賃金労
表1産 業別就業者比の推移 C%〉
遭1
1920
1930
1940
1950
1960
1970
・:1
1990
総 数
100.0
100.0
100.0
100.0
100.O
roo.0
100.0
100.0
第1次産業
53.8
49.7
44.3
48.5
32.7
19.3
10.9
7.1
第2次産業
20.5
20.3
26.0
21.8
29.1
34.0
33.6
33.3
第3次産業
23.7
29.8
29.0
29.6
38.2
46.6
55.4
59.0
資料:厚生省人口問題研究所編 「人口問題についてのおもな数字」1992年1月版。
表2従 業上の地位別就業者比 〈%〉
轡
1950
1960
1970
・:1
1990
総 数
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
雇 用 者
39.3
53.9
64.2
71.2
..
自営業 主
26.2
22.1
19.5
17.1
13.5
家族従業者
34.4
24.0
16.3
11.6
7.7
資料:総 務庁統計局編 「昭和60年国勢調査最終報告書 ・日本の人 口(解 説編)」日本統計協会,1990年
138ページ。
注:役 員は雇用者に含めた。
働者化 しており,しかも自営業主と家族従業者 とは,こ の場合多 くは都市近郊
における中小企業労働者 よりも,農業労働者の占める割合が大半であると推察
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でき,農村の解体現象が急速に進んでいることも予測できる。そ して,こ のこ
とは農村 にみ られた大家族形態の変化をもた らし,生産手段を放棄 した家族が
都市に流出していったことを示 している。表3で は,有配偶女性の うち過半数
が就業しており,しかも農林就業者の数が1960年以降急速に減少 し,その数の
大半が雇用労働者へと移行していることがわかる。
表3有 配偶女性の就業状態の推移 C%〉
1960
1965
1970
1975
・'1
1985
1990
有配偶女性
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
うち就業者
46.6
48.0
48.0
44.7
48.5
50.2
52.0
農林業就業
者
28.2
22.2
14.9
9.9
7.9
6.5
5.5
非農林業就 業 者
18.4
25.9
33.1
34.8
40.6
43.7
46.5
纛素窘眸儲
9.6
11.8
14.7
13.4
14.5
14.0
12.8
8.8
14.1
18.3
21.3
26.1
29.6
33.6
資 料:労 働 省婦人局編 厂平成3年 版婦人 労働の実 情」 大蔵省印刷局,1991年,付24ページ。
表4構 造別にみた世帯の構成割合の推移 C%)
¥¥
全
世
帯
65い
歳る以世
上帯
の
者
の
1965
1970
1972
1975
・'1
1985
1990
1972
1975
・'1
1985
1990
総数
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
核 家 族 世 帯
繖 医婦のみ騨 誘 婚1脚あ委婚
66.8
69.9
71.0
71.8
73.7
74.9
75.9
24.8
..
29.9
33.9
39.0
12.5
13.1
13.6
14.4
16.0
17.9
21.0
12.3
14.3
18:2
21.7
25.2
50.5
51.7
52.2
52.6
51.3
48.4
56.3
7.5
7.3
7.5
7.3
8.1
6.3
5.8
5.2
5.1
5.7
6.5
4.9
3.2
4.2
4.9
5.7
3世代世帯 その他の世帯
23.6
20.7
20.6
19.7
18.7
17.0
33.2
60.7
59.5
56.1
52.2
46.4
6.5
8.3
7.6
6.6
6.4
7.1
14.5
15.7
14.0
13.9
14.6
資料:厚 生省統計情報部編 「平成2年 国民生活基礎調査」1991年,30,120^121ページ。
ただ し,単 独世帯をはず して総数を求め,比 率を計 算し直 した。
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以上のように,就業形態の変化は家庭生活,住 環境,地 域における共同体思
考,性 別役割分担の変化など 「福祉の含み資産」と評価 された家族機能に大き
な変化を余儀なくさせていることを伺 うことができる。このような内容をもと
表5単 独世帯の割合の推移(%)
義
1955
1960
1965
1970
172
1975
"1
1985
1990
単独世帯
10.8
17.3
17.8
18.5
20.8
18.2
18.1
18.4
21.0
65歳以上の
単独世帯
資料:表4と 同 じ。
8.1
8.6
10.7
12.0
14.9
にして,第1の 問題点である老親同居の
問題を検討すると,表4か らは年k3世
代世帯の比率が低下 し,また表5か らは
65歳以上の単独世帯が増加している。こ
のような状況のなか今後地域福祉を推進
していく上で家族機能を 「福祉の含み資
産」を前提とした形ではいずれ限界が く
ることはまちがいない。
そして,第2の 問題点である 「ニーズ
論」のなかでの家族の位置づけである。
永田幹夫は,在 宅ケアについて 「在宅ケ
アは日常的援護サービスとで もい うべ きか,家族のニーズ充足機能が何 らかの
事情によって充分に機能しない場合に家族に代わった り,あるいはそれを補充
す るもの」5)としている。ここで,地 域福祉を推進する上での大前提が在宅ケ
アであ り,その在宅での援助があ くまでも家族機能の代替補完であるとしてい
るが,こ こで言う 「家族」の定義については不明確なものがあ り,家族機能の
基準についても明確なものはない。つまり,いかなる状態の時に家族の機能が
働いており,どのような状態の時に家族機能が充分機能していないとい}る の
か。つまり,家族機能の何 らかの側面を担当できるものが存在しかつ,介護等
の機能が充分果たされていると認識したとき,援助の一貫 として機能すること
がなくなってしまう可能性があると考えることができる。
このような結果,在 宅で介護をする場合,介護人に対する基準なき介護を無
意識の うちに強制する可能性もある。したがって,介護人による無報酬の犠牲
的奉仕が前提でなければ,在宅介護を進めることに期待することはできないと
いえる。
第3の 問題点では,女性の介護労働を前提 とした政策である。第1,第2の
..
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問題点から総合すると,老親同居の形態か ら単独世帯の比率が年h増 加し,し
かも,在宅ケアの前提が家族機能を維持する存在(人)が あるという形で進め
られていることである。それでは,単 独世帯での家族機能維持者 とはいったい
誰を指しているのか。
現在多 くの人は,賃 金労働者として雇用されてお り,しかも,「終身雇用」
の名のもとに,「 単身赴任」や 「長時間労働」などの労働環境か ら,男性を中
心とする稼得形態から,女性を中心とする家事 ・育児 ・介護労働の性別役割分
業化の形態が一般的に進められてきた。しかし,現在さらに男女共同の就業形
態へと移行しつつあ り,性別役割分業によってかろ うじて家族機能の維持がな
されてきた段階から,その形態す らも変化しようとする今 日,なおも家事,育
児,介護 といった問題を女性の手に委ねようとしている点に問題があるといえ
る。
このように,今後地域福祉政策を推進してい く上で家族機能をどのようにと
らえ,位置づけるべきかを明確にするぺきである。
(3)経済政策と家族政策
家族機能の減退と,高齢化社会に対する対応として政策当局がいかなる問題
意識を持っているのかを検討すると,人 口問題審議会の 「人 口と家族に関する
特別委員会」報告書によると,高齢化社会における家族政策 として①結婚しや
すい環境づ くり,住宅事情の改善などの 「家族形成(結 婚)に 関する支援策」
②住宅の改善,児 童手当の見直 し,教育費の軽減,育 児休業の普及,保 育の充
実など 「出産 ・育児に関する支援策」③大幅な時短,週休2日 制の推進といっ
た 「家庭生活に関する支援策」④在宅ケア,デ イ ・ケア施設の充実,老 親扶養
・介護の共働き世帯への職業生活の条件整備,シルバーサービス情報の伝達 ・
仲介の強化などの 「老親扶養に関する支援策」⑤国民的論議の展開⑥人口につ
いての教育,研 究水準の向上などである。
これ ら,人 口問題審議会における報告ではおもに従来の家族政策の結果,人
口の再生産が縮小傾向に入っていることへの危機感と,それによる小産化の抑
制に力点をおいた家族政策が構想されており,増大する非同居率の高齢者家族
..
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が必要とする 「日常的なケアを親族に頼ることは難しく,高齢者が居住する地
域ベースのケアの体制」の整備の必要嚮を説いている。
この審議会の報告書による検討項 目を検証するとき,人 口の小産化傾向の原
因や,同 居率の減少傾向は労働環境の変化と,そのことがもた らす家族形態の
変化,そ して,賃金獲得にかかわる時間的,経済的絶対数の増加などが要因と
してあげ られる。つま り,資本主義の発展過程における経済政策と,家族政策
に関 して,今 日までいかに取 り組み,人 口の小産化や,家 族政策に対してのい
かなる視野を持っていたのか という反省を持つべ きである。つまり,敗戦直後
の段階か ら経済政策をなによりも最優先させ,家族政策をはじめとする国民生
活に関わる多 くの政策は経済成長なしには優先されることがなかったため,人
口の不均衡な構造が大 きな問題を抱える結果となっているのである。今後 これ
らの問題を総合的に対処するためには,日本資本主義における問題点を検討 し,
経済政策,社 会政策や人 口問題,家 族機能問題を総合的に検証 し,さらに現在
の社会構造全体を視野にいれた方策,つ まり,「企業社会」に対する検討が必
要であるといえる。
2.労 働環境と家族構能
(1)雇用形態と家族
現代社会を構成する最小の単位 として 「家族」を規定することは,さほど困
難なことではない。しかし,その家族の 「機能」や 「役割」を規定するときに,
様々な議論がなされている。それは,社会学的な観点や経済学的な観点,そ し
て,精神分析の面において,そ の内容を解 くポイントがいくつかあるか らであ
る。
森岡氏は,「家族」の定義を 「小数の近親者を主要な成員とする第一次的な
福祉追求の集団」として規定している。6)こで用いられている 「福祉」とは,
「多次元的なもので,消 極的には貧困 ・病気 ・不安か らの開放,積極的には:豊
かさ ・健康 ・精神的安 らぎの達成」7)を意味している。
このような規定は,「 家族」の機能を経済法則では置き換えることができな
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い要素を含んでいるとい う主張が根底にある。しかし,経済的規制の下V'ある
「家族」がその経済法則にいかに影響を受け,生活上における様kな 困難を受
けているのか という視点が重要であると考}る 。なぜなら,「家族」の機能が
「社会の協力」なくしては貧困や病気あるいは精神的安定などを確保す ること
が不可能であるからである。
つま り,現代の資本制社会における 「社会の協力」が,「家族」に積極的に
かかわろ うとしているのかが問題である。つ まり,資本制社会における 「家族」
の生活資材の獲得者たる,「労働者」の社会的規制が 「家族」の生活条件を規
定 させ,そ の 「家族」が社会の構成単位 として存在している限 り,「社会の協
力」は積極的でなけれぽならないはずである。
ここでは,森 岡氏が主張する 「家族」の定義が,支障な く機能していない現
実を 「労働運動」の必然性に求めるのであって,「運動」をなお も必要 として
いる 「社会」が,社 会的存在である 「家族」に 「積極的関与」を行っていない
一・つの証であると考}て いる。
したが って,現代 日本資本主義社会では,「家族」に私的に経済的責任を負
わせているのであ り,社会の経済的変化に最も大 きな影響を受けるのが,「家
族」であるといえる。しかも,この 「家族」が生存していくためには,社会の
生産関係の中に一定の地位を占め,そ こか ら生計の資を得なければならない。
そして,こ の生産関係=階 級関係にいかなる地位を占めるかによって,家族は
それぞれ異なった生活条件を受け取るようになる。
ここで,鎌 田氏による日本の雇用形態を大別 しておくと,①独占企業労働者
家庭②非独占中小企業労働者家庭③日雇い労働者家庭に大別することができる。
これ らの雇用形態と,家族の形態に関しての研究結果V'よると,独占企業労働
者家庭では,比較的規模の大きい家族を夫だけが働いて維持 しており,そのこ
とは,年 功序列 と終身雇用性のもとで家族周期にも判で押したような規則性が
み られ,災 害や家族における,問題はみられなかった。8)また,非 独占中小企
業労働者家庭では,家族構成に大きな変化はないが,夫の他に妻と子,父 や母
が総出で働 く多就労形態で世帯の生活を維持してお り,劣悪な労働環境の中で
多発する傷病,た びたび襲 う失業と転職の生活史の途中で,絶 えず家族解体の
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危機にさらされ,生 活周期にもずれがあらわれはじめ,独 占企業労働者 とは,
大きな賃金の格差が生じている。9)さらに,日雇い労働者家庭では,家族構成
に欠損が 目立つばか りでなく,家族人員の縮小と生活周期に不規則性が 目立っ
た。10)
これ らの研究結果は,日 本における重化学工業都市におけるものであるが,
他産業における労働者の雇用形態にも重要な共通点があることを見逃すことは
できない。しかし,これらの研究結果が示すものは確立 された賃労働者の姿で
はなく,雇用の偶然性 ・不安定性 と,これにともな う移動性 という条件は,実
は 日雇い労働者だけのものではなく,常雇身分の労働者に見られる終身雇用制,
年功序列賃金,ボ ーナスおよび退職金制度は,労務管理の一貫 として実施され
ているにすぎず,賃 労働の本質は日雇労働に象徴 されてお り,常雇階層は労務
管理的来雑物があるために安定を錯覚しているだけであり,今 日独占企業にさ
え採用されはじめた 「選択定年制」や 「出向」,不況業種間に進められている
「希望退職」や 「指名解雇」は,賃 労働がその本質において不安定で予測 しが
たいものであることを露呈しているit)といえる。
このように,雇用環境と家族のあ り方には密接な関わ りがあ り,労働者の階
級的格差によって家族環境が決定された り,家族規模の問題に関しても大きな
要因となっているといえる。しかし,先述 したように,労 働者間の階級的格差
による家庭環境の差異は,生産手段を持たない賃金労働者には普遍的なもので
はなく,常に労使間の関係調整がなくては日本的労働慣行 として定着したかの
ように見}る 「年功序列賃金制」や 「終身雇用制」といったものは,そ の本質
において,常に切 りはなされるものであるといえる。つまり,賃労働者はある
意味では社会的弱者であ り,雇用形態の決定に関しての権限はなく,その意味
で家族形態の変化をも,経営者に委ねざるをえない一面を内包 している。
(2)企業社会 と家族機能
現在 日本の国民の大多数が,生 産手段を持たない賃金労働者 として雇用 され
てお り,上記の雇用形態の差異によって生活の基準が決定されてしまう構造が
ある。
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しかし,賃 金労働者の本質は,常 に不安定で社会の経済的情勢に影響を受け
やすい立場にたたされている。それ らの弱点を補い,自 らの生活の安定を獲得
していくためには経営者 と少な くとも対等の関係で交渉し,生活環境を整えて
いく努力が必要になってくる。しかし,現在の日本における労働環境において,
家族のあ り方に大きな関係をもつ企業との間で,生活を より安定的なものとす
る事が困難な情勢に追いや られ,そ の歪みがいたるところでみ られるようにな
った。
1993年9月29日に,会社側の転勤命令に対して 「父親の養育権」を争点にし
た初の単身赴任訴訟が東京地検で行われた。この訴訟では,「業務上の必要が
あ り,原告の受ける不利益は労働者が社会通念上忍ぶべき程度を著 しく超える
ものではない。養育環境が変わっても,転勤命令が違法とはいえない」12}とい
う判決が くだされた。しかも,判決の中で転勤制度を 「終身雇用制度のもとで
は,不可欠の人事管理策」 とし,日本における安定雇用の要因を 「終身雇用制
度」に求めるものであった。
このよ うに,判例による解釈では,賃 金労働者が家庭を基盤 とする勤務地を
決定する権利は認められず,養 育権に関する問題も,主たる生計者たる父親は,
会社での賃金獲得に従事することが主たる役割で,家庭での養育は一・方的にそ
の他の家族員に任せるのが通説 とされ,女 性による家事,育 児,介護 といった
問題を当然の前提として理解している点に特徴があるとい}る 。
また,こ のような問題を法廷裁判とい う方法によってのみ解決方法がないの
が,日 本の賃労働者の特徴であり,本来ならば経営者側 と,労働組合の両者で
解決するべき内容であるはずである。つまり,そ うできない根拠に組合の労働
老の生活を守るべき役割が機能 していないことの典型であるといえる。
また,単 身赴任制度は現代の 「出稼ぎ労働」とまで言われているが,そ の背
景に 「家」を守る 「女性」の存在を抜きにしては考}る ことができないとい}
る。 しか し,前記のように,日 本的慣行 とまで言われるようになった 「終身雇
用」 「年功序列」 といった制度は,そ の本質において,いつでも経営者サイ ド
で変更できる内容であ り,経営の悪化を理由とする 「減量経営」下では,雇用
調整の名 のもとに 「希望退職」 「指名解雇」などによる,経済的不安定による
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家族の稼得手段の変化を余儀な くさせ,そ のことが家族機能の状況に大きく影
響を与えることも予想される。
このように,日本の企業の特色として 「終身雇用」を強調し,労働者の自由
な権利を公然と奪い,生 活上の問題に関しては 「家族」に強要する構造が一般
的となっている。また,企 業の社会的責任が世論から強調されるようになると,
一部の企業の間で労働環境を企業内の制度でカパーしようとする動きが出始め
ている。図1は,松 下労組における介護休業制度に関する協定書であるが,こ
の協定書による規定のなかでい くつかの規調が盛 り込まれている。その特徴が,
要介護者1人 につき制度利用は1回 とし,休業期間中は賃金,賞与の支払はな
図 噸 一介護休業制度些関する協定書一
〈実施基準〉
項 目
i1.名 称 1介護鰈 制度
内 容
2.対 象 者
3.休 業 期 間
4.手 続
5.給 与 関 係
6.社 会 保 険
介護休業を希望する社員(見 習社員を除く)で,下 記の各号に該
当する者とする。
1.配偶者または2親 等以内の者が罹病し,本 人以外に介諾する者
がいないとい うやむを得ない事情がある者。
2.休業期間満了後も引続 き勤務する意思を有する者。
3.欠勤開始後,初 めての15日現在,引 続いて1ヵ 月以上休業を要
すると認められる者。
但し,この制度の適用は,要介護者1人 につき1回 とする。
①1年 以内とし,必要な期間とする。
②休業期間は原則として半月単位とし,休業開始 日は欠勤を開始
した日とする。
介護休業を希望する者は,所 属事業場人事に申し出,そ の許可を
得るものとする。
①賃金は休業期間中,支給しない。但 し,社会保険科の個人負担
分相当額を支給する。
②賞与(:一 金)に ついては休業期間中は支給しない。
社会保険(健 康保険 ・厚生年金 ・厚生年金基金 ・雇用保険)の 被
保険者資格は休業期間中も継続する。なお,保 険料の会社負担分
は会社が負担し,個人負担分は本人が負担する。、
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い。また,図2の 介護勤務制度の協定書では原則 として,こ の勤務制度を利用
できる期間が1年 以内とする規定がなされている。
図2一 介護勤務制度に関する協定書一
〈実施基準〉
項 目 内 容
.名 称 介護勤務制度
2.対 象 者
3,申 出 手 続
4.期 間
5.勤 務 形 態
6.賃金等の取扱い
介護勤務制度を希望する社員(見 習社員を除 く)で,配 偶者また
は2親 等以内の者が罹病し,本人以外に介護する者がいないとい
うやむを得ない事情がある者 とする。
但 し,この制度の適用は,要 介護者1人 につき1回 とする。
介護勤務を希望する者は,所 属事業場人事に申し出,そ の許可を
得るものとする。
原則として1年以内とし,必要な期間とする。但し,介護休業期
間と介護勤務期間とは通算する。
①所定勤務時間の始めと終わりにおいて,1日 を通じて2時 間を
越えない範囲内で1時 間を1単位 として短縮する勤務とする。
②介護勤務期間中については,原 則として①で定め られた勤務時
間を越えて労働を命じない。
賃金及び賞与(一 時金)は,介 護勤務期間中の不就業時間を控除
する。
噛 辭 数の劇 介護鏃 黼 蠍 辭 数に通算する・
8.轍有 給休剛 半日鮴 は齟 除外とする・
喉 施 目11992年4月16日より靆 する・
松下電器産 業労働組合 組合 員手帳1992年度版p.152～p.153.
このよ うな制度の内容は,在宅介護の支援策の一貫として理解されるべきも
のであるはずであるが,制度を利用するものの利用期間が1年 以内とい う限ら
れた期間では,比 較的長期にわたる介護が必要 とされるものについては不十分
な規定 といわざるを得ない。しかも,この制度を制定する背景に,きたるべき
高齢化社会に対する支援策として考慮されたはずであ り,労働者の社会的要請
にこたえるものでなければならないはずである。しかし,その制度が必要 とす
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るものに対 して短期間 しか利用させず,実 質的には制度的効力がどの程度まで
機能するかは疑わ しい ものである。
このような制度は,男 女共同の就業形態の移行に対する家族機能の変化と,
そのn4力 を利潤獲得の手段として用いている経営者との,いわば,社会的要
請に応えるべ くあらわれた制度としてとら}るべきである。しかしJその内容
にはおおよそのところ,男女共同の就業形態に対 して充分にこたえ得る性質の
ものではな く,経営者側の社会的批判の回避と,社会的カモフラージュのため
の制度と機能しているものといえる。
このように,企業による利潤獲得による規制は,現代の家族機能に対する変
化を余儀なくさせている要因を持ちながら,その社会的責任に関しては積極的
に取 り組もうとする姿勢が不十分であるとい}る。このことは,労働者に よる
民主的な職場環境が容易につ くり出せない構造を持ち,し かも,今 日まで多 く
の国民が支持してきた内容が大きな転換を迫られていることを意味していると
いえる。
3.福 祉政 策の 日本的特質
国連が家族に関する政策や計画の策定9お よびそれ らに関わる活動の活性化
を主たる目標として,1994年に 「国際家族年」を決議した。そのことは,経済
構造の進展にともなって変化してきた家族構成や家族機能が,現代社会を左右
する大きな存在として認識 された結果であるといえる。日本においても,1986
年に国際社会福祉東京会議が 「家族とコミzニティ」を主題にした会議をもち,
その席上タンザニアのオマリ教授が 「家族崩壊は工業先進国,開 発途上国を問
わず急速に進んでお り,家族の未来について楽観論も悲観論もあるが,楽 観論
の最右翼は 日本である」13)という発言がなされた。この発言に示されるとお り,
戦後 日本の社会保障は暗黙の うちに特定の 「家族」のあり方や機能に寄 りかか
って展開され確立されてきたのである。まさにそのために,低下 した家族機能
を補強するような政策を欠いたことが,社会保障政策のもっとも基底的な特徴
の1つ であった14)のであり,児童手当を例にとっても,社会保障の一環 として
位置づけられず,社会福祉の中の児童福祉の一環として位置づけられ,そ の給
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付水準 も西 ・北欧に比べて非常に低 く,このことは生活保護における親族扶養
の優先,医 療保険での世帯単位,被 用者年金保険での夫婦単位 といった原則と,1
表裏一体 として捉えられるべきである。15)つまり,目本の社会保障の特徴にそ
の基本的責任が家族や親族にある反面,そ の家族機能を補足する社会保障は,
社会福祉の一環として機能 し,実質のところ家族機能を補強する基準にないこ
とにあげ られる。
また,日 本的特質の一つとして,大企業を中心 とした社会保険制度の拡充で
ある。つ まり,1965年の法改正により厚生年金基金制度が発足 し,公的年金よ
りも高額な年金が支給 される制度で,し かも企業にとっては準公的年金として
税制上優遇 され,従 業員の帰属意識を高める労務管理の手段として活用できる
ことな どか ら,当時,加 入者1,000人以上 とい う設立認可の条件から,大企業
を中心に普及 していったis)。その後,1975年には物価スライ ド制の給付体系が
なされ,一 定規模の企業に雇用されているか否かで,社会保障による給付水準
に大きな格差ができはじめるようになった。 しかしこのことが,企業に従属す
ることに よる年金の格差を決定させ,し かも男性中心の雇用体系であった 日本
企業は,男 女の性別役割分担を決定させる要因をつ くり上げた といえる。
このように,家 族政策における家族機能強化策が充分なされないまま,企業
に従属させる体質が日本社会の特徴とな り,そのことが,男性の企業への強固
な従属と,女性の家庭機能維持への強制へと変化していった。そして,1980年
代になると,さ らに 「日本型福祉社会論」への進展が,「家庭基盤の充実と企
業の安定 と成長,ひ いては経済の安定 と成長を維持すること」mの 目的におか
れ,「 家庭基盤の充実」が女性による家族機能の維持強化と,「経済の安定と
成長」が男性本位の企業社会の強化へ と再編 される構図がすすめられるように
なる。
このよ うな社会的背景のなかに登場 してきたのが 「地域福祉政策」であるこ
とは言 うまでもないが,地域における基盤が未整備のまま,その福祉的機能を
代替するものはまさしく,女性による家族機能維持の強化であ り,地域社会で
の活動には,男 性の役割がきわめて低 く想定されているとい}る。
つまり,経済活動中心の社会を構築することが最重要課題 とされ,そ の下部
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的位置に存在するのが社会保障や社会福祉であることが,日 本における大きな
特徴であるといえる。確かに先進資本主義国の中では経済的基盤の安定がなけ
れば社会保障の充実も困難な事態を迎えると説 く国もあるが,極 端な家族まか
せの福祉制度と,露骨な企業社会構築の構造は,他 国ではみ られない日本的特
徴であるといえる。.
このように,日本における社会構造が,民主主義の成長にともなう結論とい
うよりは,民主主義の未成長による政治的,社会的影響力の弱小化を招いてい
る結果であるとい},,その民主主義の進展を遅 らせる要因がどのような問題点
にあるのかは今後の研究に委ねたいと考}て いる。
お わ り に
日本社会の構造的問題点を検証 してい くなかで,そ の矛盾 と現代の人間疎外
のありさまをかいま見た ように感 じる。しかも,多 くの矛盾や不安に対 して要
求の声をあげない日本の特異性にも大きな疑問を抱かざるをえない。
しかし,このような特質は確かに日本的なものとして理解することはできる
が,世 界各国においても,1970年代のオイルショック以降,資 本制社会と福祉
財源の確保の問題は共通の課題として取 り組まれてお り,福祉理念の再構築に
頭を悩ませているのが現状である。そのようななか,西 欧の福祉理論において
市民権の理念が再評価 されている。T・H・ マーシャルの 「citizenship」の
思想はその代表的なものである。その概念のなかに,「community」に関する
内容が述べ られてお り,日本では 「地域共同体」と訳されているのが一般的で
ある。しか し,かれは市民権を成立させ る基盤 となるのは,地 域社会や労働組
合,同 職団体などの職能団体なども含めたものを意味 してお り,「共同社会」
と理解されているところにその真意が隠されている。つま り,地域福祉を特定
地域内でのサーヴィス供給システム構築の単位 として捉えず,権 利基盤の社会
的単位として理解する事が,彼 のいう 「community」であ り,今後の日本の
福祉政策にも大きな転換を促す基礎となるといえる。
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